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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成19年６月22日に提出いたしました第103期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)の有価証券報告書の

記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するも

のであります。 

  

２ 【訂正事項】 

  第一部 企業情報 

    第５ 経理の状況 

      １ 連結財務諸表等 

      (１) 連結財務諸表 

          表示方法の変更 

          

  

３ 【訂正箇所】 

 訂正箇所は    を付して表示しています。 

  

  第一部【企業情報】 

    第５【経理の状況】 

      １【連結財務諸表等】 

      （１）【連結財務諸表】 

          表示方法の変更 

  

（訂正前） 

  
  
  

（訂正後） 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日   
  至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日   
  至 平成19年３月31日) 

  

―――――――― 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

１  （略） 

２  前連結会計年度において「連結調整勘定償却額」と

表示していたもの、及び「減価償却費」に含まれて

いた「営業権償却額」は、当連結会計年度から「の

れん償却額」と表示しております。なお、前連結会

計年度において「減価償却費」に含まれる「営業権

償却額」は6,726百万円であります。 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日   
  至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日   
  至 平成19年３月31日) 

  

―――――――― 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

１  （略） 

２  前連結会計年度において「連結調整勘定償却額」と

表示していたもの、及び「減価償却費」に含まれて

いた「営業権償却額」は、当連結会計年度から「の

れん償却額」と表示しております。なお、前連結会

計年度において「減価償却費」に含まれる「営業権

償却額」は731百万円であります。 
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